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法務省本省・地方機関（注）が発
注する工事等について，入札公
告情報・発注見通しのメール配
信サービスを実施しています！
（注）一部サービス対象外の情報があります。

詳細は法務省ＨＰで！

http://www.moj.go.jp/shisetsu/keiri/shisetsu01_
00833.html

法務省 メール配信サービス 検索

本件に関する問い合わせ先
法務省大臣官房施設課経理係
電話03-3580-4111 内線2249,2290



メール配信希望申請書（☐新規・☐変更） 
 法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/shisetsu/keiri/shisetsu01_00833.html）に記載された事項

について同意・承諾の上，以下のとおりメール配信を希望します。 

 
１ 記載方法 
（１）法務省登録番号は，平成３１・３２年度資格決定通知書の登録番号を記載すること。 
（２）配信を希望する入札公告情報のチェックボックスにチェックを入れること（複数選択可）。 
 【選択例】①『建築一式』『電気』の入札公告情報を希望する場合 
       →「建築一式」「電気」それぞれにチェックを入れる。 
      ②『電気通信』の入札公告情報を希望する場合 
       →「全ての工事」にチェックを入れる。 
       ※「全ての工事」を選択すれば，「建築一式・電気・管」を含む全ての工種区分の

入札公告情報を配信します。 
      ③『建築関係建設コンサルタント，測量，地質調査業務』の入札公告情報を希望する

場合 
       →「全ての業務」にチェックを入れる。 
       ※「物品役務等」の入札公告情報は含まれません（メール配信サービス対象外）。 
（３）会社名等は，資格決定通知書の商号又は名称欄に記載の会社名等を記載すること。 
（４）担当者名は，配信メールを受信する者を記載すること。 
（５）電話番号は，担当者と連絡が可能な番号を記載すること。 
（６）登録メールアドレスについて，平成３１・３２年度競争参加資格申請（インターネット一元

受付）時に登録したメールアドレス宛てに配信を希望する場合は，当該チェックボックスにチ

ェックを入れること。その他のメールアドレス宛てに配信を希望する場合は，大文字や小文字

の違い等に留意の上，当該メールアドレスを記載すること。 
   なお，複数のメールアドレスへの配信を希望する場合は，登録メールアドレスごとに本申請

書を作成の上，提出すること。 
２ 提出方法 

本申請書をＰＤＦデータにした上で，登録メールアドレスにより法務省宛てメール送信するこ

と。【メール送信先：skeiri-haishin@i.moj.go.jp】 
ただし，登録メールアドレスを「平成３１・３２年度競争参加資格申請時のアドレス」とした

場合に限り，郵送での提出を認める。 

法務省登録番号  申請年月日  
配信を希望する 
入札公告情報 ☐全ての工事  ☐建築一式  ☐電気  ☐管  ☐全ての業務 

会社名等  

担当者名  

電話番号  
登録 

メールアドレス 
☐平成３１・３２年度競争参加資格申請時のアドレス 
☐その他のアドレス（                         ） 



同意・承諾事項 
 

１ 入札公告情報については，特定の都道府県の案件のみを指定して希望する

ことはできないこと。 

 

２ ＢＣＣでメール配信するため，ＢＣＣでのメール受信が可能な設定にして

いること。 

 

３ 入札公告情報は，原則として工事案件名や入札公告の掲示場所等，必要最

小限の情報であり，公告文書や入札説明書等を直接送付するものではなく，

入札説明書等については，法務省ホームページで確認する必要があること。 

 

４ 配信メールに対する返信はできないこと。 

 

５ 通信環境等のトラブルにより受信できなかった場合について，再度配信す

る等の措置は講じないこと。 

 

６ 受信者側インターネット端末のセキュリティ等の関係により，配信メール

を受信できない場合，配信者は何ら責任を負わないこと。 

 

７ 配信者の都合により，発注案件があってもメール配信を行わない場合があ

ること。 

その場合，特段連絡は行わないこと。 

 

８ メール配信については，配信者の都合により終了する場合があること。 

  その場合，法務省ホームページ及びメールにより配信終了の連絡を行う。 
 

９ 配信者からメール配信利用等に関するアンケート等の調査依頼を行う場合

があること。 
 

10 本メール配信によって発生したいかなる損失・損害について，配信者は何

ら責任を負わないこと。 

 

 

平成３１年３月 

法務省大臣官房施設課経理係 




